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Tsuda College is a private liberal arts college for women with over a 
hundred-year history. In 2008, Tsuda College’s proposal for a “Special 
Coordination Fund for Promoting Science and Technology” was accepted 
by the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology as 
one of their programs to support female researchers. Since then, the Center 
for Women in Research has focused on ICT-related fields under the theme 
of "Supporting Women in Research through Cross-Generational 
Networking and Integration of Science with the Arts and Humanities”.  As 
shown by the proportion of female members (3.3%) in the Institute of 
Electronics, Information and Communication Engineers, Japan’s largest 
academic society covering the ICT sector, women remain extremely 
underrepresented, even when compared with other science and engineering 
fields. Science and engineering departments of women’s universities are 
expected to play an important role in addressing this. Along with standard 
supporting activities, such as enhanced child care on campus and 
mentoring programs, Tsuda College has striven to build positive 
cross-generational networking among female researchers, graduate 
students, undergraduate students, and high school students by organizing  
computer programming workshops. Additionally, the College has worked 
to establish international collaborative networking, especially with the  
津田塾大学における女性研究者支援活動：2008-2014 
19 
Anita Borg Institute, a US NPO organizing the annual Grace Hopper Celebration 
of Women in Computing. These efforts have resulted in a gradual, but definite, 
increase in the proportion of female faculty members and graduate students. The 
future task is to ensure sustainable further progress through enhanced 




 ダボス会議で知られている世界経済フォーラム（World Economic Forum）が
2014 年 10 月に発表した “The Global Gender Gap Report 2014” に、世界各国の
男女格差を測る指数の 1 つであるジェンダーギャップ指数（Gender Gap Index 
2014）1 が発表されている。この指数は、経済、教育、政治、保健の 4 分野のデ
ータを収集、分析し、男女間の平等の度合いを 0 から 1 の間の数値（0 が完全不
平等、1 が完全平等）で評価するものである。これによると、調査対象国 142 カ
国中、1 位はスコア 0.8594 の アイスランドで、日本はスコア 0.6584 で 104 位に
位置している。前年の 2013 年から、順位は１つ上がったものの、経済協力開発機




に示すように、日本の女性研究者数は、2013 年 3 月 31 日現在で 12 万 7800 人と
なり、過去最多を更新、さらには研究者全体に占める女性の割合も 14.4％となり、
過去最高を更新している。実際、図 2 に示すように、女性研究者が所属する大学
等、非営利団体・公的機関、企業など、組織別に平成 15 年（2003 年）から平成
25 年（2013 年）に至る 10 年間の女性研究者数を調査した結果では、大学におい 
                                                  



















図 1 女性研究者数（実数）及び割合の推移（平成 15 年～25 年）2 














 津田塾大学は西暦 1900 年（明治 33 年）、津田梅子によりわが国初の女子高等教
育機関の一つである「女子英学塾」として誕生した。以来、「津田英学塾」「津田
塾専門学校」と変遷を重ねながら、1948 年（昭和 23 年）に学制改革と同時に「津
田塾大学」へと発展し、2010 年（平成 22 年）には、創立 110 周年を迎えた。津田
塾大学は all-round women の養成（全人教育）という創立者の理想に基づき、学
生の個性を重んじる少人数教育と高度な教育研究を積み重ね、今日に至るまで、2
万7千人を超える有為の女性を社会の各分野に送り出してきた。2015年 4月現在、
東京都小平市にある小平キャンパスに、学部学生 2,710 名, 大学院生 77 名が在籍
している。単一学部である学芸学部に英文学科、国際関係学科、数学科と情報科


















②. 現在約 12％の情報数理科学科卒業生の大学院進学率を情報科学科で 25％
にする。 
③. 理文融合による理系科目を 3 科目程度増設することにより、約 100 人の受
講生を見込んでいる。また、文系学科から理系及び理文融合分野の大学院
進学を目指す学生を毎年少なくとも 5 人育成する。 
④. 大学院修了生、学部卒業生が情報科学・通信分野の専門職に進む割合を平
成 19 年度（2007 年度）の 11.2％から平成 15 年度（2003 年度）実績の 16.3％
程度までに増加させる。 




















年版5によれば、2013 年時点で、全国 782 大学中、女子大学は 77 大学となってお
り、1996 年以降、主に共学化によりその数は 20％ほど減少している。一方で、4













                                                  
5 安東由則、アメリカにおける女子大学のプロフィールと現状、武庫川女子大学教
育研究所研究レポート第 44 号、pp.59-88、2014 年。 
6 内閣府男女共同参画局 男女共同参画白書 平成 27 年版、http://www.gender.go.jp/ 
about_danjo/whitepaper/h27/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-06-13.html、最終アクセス 2015






図 3 専攻分野に見た大学等の研究本務者の割合（男女別、平成 26 年）6 
 








2014 年 9 月に開催された情報科学フォーラム 2014（FIT2014） を一例として調査
したところ、一般発表総数 501 件中、女性が筆頭著者と思われるものは 40 件であ 







































表 1 学会の一般会員における女性比率 7 
日本腎臓学会（2012 現在）、日本薬理学会（2013 年現在）日本哲学会（2012 年
現在）、日本経済学会（2013 年現在）上記 4 学会以外の 9 学会は、男女共同参
画学協会連絡会の女性比率調査（2013 年 10 月）より 
学会名  会員数  女性会員数  女性会員比率  
日本腎臓学会  9,244 2,088 22.59% 
日本薬理学会  3,339 625 18.72% 
日本蛋白質科学会  1,030 124 12.04% 
日本経済学会  3,400 386 11.35% 
日本木材学会  1,312 129 9.83% 
日本化学会  21,565 1,885 8.74% 
日本哲学会  1,500 130 8.67% 
応用物理学会  20,066 995 4.96% 
日本魚類学会  1,111 66 5.94% 
日本物理学会  14,547 682 4.69% 
電気化学会  4,221 220 5.21% 
電子情報通信学会  27,372 904 3.30% 
地盤工学会  7,655 190 2.48% 
 
                                                  





図 4 女性研究者の専門分野別割合（大学等、平成 25 年）6 
 
3. 女性研究者支援モデル育成事業（2009 年度－2011 年度）の実施内容 
3-1. 事業の内容 













月より 3 名、2009 年 4 月より 1 名を追加して合計 4 名の理文融合分野の特任教員
を採用した。1 名が特任准教授、1 名が特任講師、1 名が特任助教、1 名が研究員
























































図 5 に本事業における世代連携と各施策の関係を、図 6 にメンター制度の概要を
示す。 
図 5 世代連携のイメージ図 
 
 以下の要領で 2009 年 1 月以降、定期相談窓口、登録メンターによる個別相談、






















 「うめこみゅ」と名付けた SNS（図 7）については、2011 年 3 月末日時点での
登録者数は 312 名、コミュニティ数は 60 件であった。メンター専用のコミュニテ
ィ「メンター相談窓口」や、センター教員が女性研究者の環境や支援に関連した














相談件数は、2009 年 1 月の発足以来、合計で 42 件（2008-2009 年度 21 件、2010
年度 21 件）であった。 
 また、「高い学業成績を収め、強いリーダーシップを発揮している学生」に授与










 学内保育所は取り組み開始直近の過去 5 年間において、ほぼ定員が充足され、
定員増への要望が高まっていた。また、従来提供されていなかった子どもが病気
の際の保育や、学会等の出張時の保育サービスが求められていた。 






 学内保育所の利用者については、増床工事完了後より新たに 3 名を加え、定員
が充足した状態で保育を実施することができた。また、補助制度のなかった 2008
年度と比較して、延長保育は 2009 年度 2.1 倍、2010 年度には 3.6 倍と利用件数が
増加した。 














































 また、2008 年 11 月に日本女子大学の呼びかけによって開催した私立大学合同シ
ンポジウムに参加し、2009 年には本学が幹事校を務め、2010 年にも私立大学合同
シンポジウムを継続して開催した。 
 国際シンポジウムについては、2008 年度に第 1 回、2009 年度に第 2 回、第 3 回
シンポジウム、2010 年度に第 4 回、第 5 回シンポジウムと合計 5 回のシンポジウ
ムを開催した。以下、それぞれの概要を記す。 




ICT 分野の女性人材育成」、Dr. Caroline Simard(Director, Anita Borg Institute, 
USA) による “Obstacles and solutions for women in science and engineering in 








 2009 年 10 月 17 日に千駄ヶ谷キャンパスで開催した第 2 回シンポジウムは「ICT
分野で国際的に活躍できる女性人材の育成を考える―日欧の事例を中心に―」と
題し、フィンランドとドイツから講演者を招き、同時通訳付きで講演とパネル討
論を行った。フィンランドから招聘した Dr. Helinä Melkas (Lappeenranta 






科学の学部教育を実施しているブレーメン応用科学大学の Prof. Heide-Rose 




 2010 年 3 月 10 日に千駄ヶ谷キャンパスで開催した第 3 回シンポジウムは、
「Mentoring for Technical Women チューリング賞受賞者 フラン・アレン博士
が語る ICT 分野で働く女性とメンタリング」と題し、情報科学分野で最も権威
のあるチューリング賞を女性で初めて受賞した Dr. Fran Allen (IBM Fellow, 
USA) を招聘して、IBM における女性研究者・技術者のためのメンタリングの取
り組み、Dr. Fran Allen 自身のメンタリングの経験やキャリア形成についての講演
を行った。当日は 20 名を超える学生が参加し、シンポジウム終了後も多くの学生
が Dr. Fran Allen と歓談するなど、著名な女性研究者と学生の交流が実現した。 




いて」と、Dr. Soma Mitra (Centre for Development of Advanced Computing, 
India) による “Career in Scientific and Technology Sector: The Gender Issue in 
Indian Context”、Prof. Heisook Lee (Ewha Womans University, Korea) による
“Strategy and Partnership for Gender Equity in Science and Engineering: A Case 
Study in Korea”, Prof. Hyun-Seok Park (Ewha Womans University, Korea) から
“Enhancing the Computer Engineering Design Skills of First-year Students at 








 2010年 12月 4日に千駄ヶ谷キャンパスにて開催した第 5回シンポジウムは、「テ
クノロジー分野で働く女性のためのネットワーキング」と題し、アメリカにおい
て、年 1 回、情報科学を専攻している 10 代の学部生から 60 代の女性研究者まで、
数千人が一同に会する定期的なイベントであるグレース・ホッパー会議を主催し



















ロジェクト」が発足した。このプロジェクトでは、2010 年から 2012 年まで男女
共同参画推進に関するシンポジウム9を開催している。 
                                                  








米国で、情報科学分野に特化した女性研究者支援活動を展開している Anita Borg 
Institute とはグレース・ホッパー会議における定期的な交流を実施した。2010 年
度には米国アトランタで開催されたグレース・ホッパー会議 2010 に本学の大学院
生が奨学金を獲得して参加した他、前述の国際シンポジウムにおいて Anita Borg 
Institute の Vice President と CEO をそれぞれ招聘した。Anita Borg Institute と
はその後も交流を継続している。 
 第 2 回シンポジウムにおいて事例紹介をしたブレーメン応用科学大学とは新た
に学生の交換留学協定を締結し、2010 年度より学生の交換を開始した。2010 年度
には学生 1 名を情報科学科に受け入れ、2011 年度から本学情報科学科の学生を派
遣するなどの交流が開始された。この活動を通じて得られた知見については、情 
 





















 2009 年度に「夏の合宿 2009」（図 9）、2010





代連携イベントを実施した。2009 年, 2010 年度夏の合宿参加者のうち 6 名が、2011
年 4 月、本学の理系学科に入学したことから、理系進路選択における支援効果を 
                                                   
10 女子大学生のための情報科学教育―最近の海外事例紹介―、情報処理、Vol. 53、 
No. 11、pp.1222-1225、情報処理学会、2012 年。 













学会や展示会参加の企画を 2009 年度に 3 回、2010 年度に 3 回実施した。各イベ
ントの概要は以下の通りである。 
＜2009 年度＞ 
 2009 年 12 月 15 日：NTT 技術史料館特別見学会（参加者 9 名） 
 2010 年 1 月 14 日：KDDI 研究所見学会（参加者 14 名） 
 2010 年 3 月 10 日：情報処理学会・全国大会見学会（参加者 7 名） 
＜2010 年度＞ 
 2010 年 5 月 28 日：NHK 放送技術研究所見学会（参加者 7 名） 
 2010 年 7 月 29 日：慶應義塾大学研究室見学会（参加者 11 名） 
 2010 年 10 月 28 日：アップルジャパン株式会社（参加者約 100 名） 
 
また、学内インターン制度の主な成果は以下の通りである。 
 SNS 研究会：2009 年 12 月より 2010 年 3 月にかけて、SNS「うめこみゅ」
を更に便利なツールとするために、19 名の学部生・大学院生、および本
センター教員によって活動を行った。 








昨年に引き続き 8 名が 6 つの研究発表ポスターを作成し、女子高校生に
対して発表を行った。ポスター作成の過程では、本センター教員が指導








 3 年間にわたる当該事業終了後、2011 年 5 月に提出した報告書に対して、科学









                                                  
11 科学技術振興機構女性研究者支援モデル育成事後評価「世代連携・理文融合に
よる女性研究者支援」、http://scfdb.tokyo.jst.go.jp/pdf/20081190/2010/200811902010 
rr.pdf 、2011 年。 





























代の育成のための理系進路選択支援事業の 6 つの事業 については、(e)を除いて、
主に自主経費によって活動を継続している。特に、(f)については女子中高生のた






















本学大学院修了者 1 名と他大学大学院進学者 1 名が投稿した学会査読付ジャーナ






会等への積極的な広報活動を行った結果、新たに 2013 年 4 月に女性教員が情報科
学科に着任した。これにより、情報科学科の女性教員比率がそれまでの 22%（9
名中 2 名）から 30%（10 名中 3 名）へと向上した。 
                                                  
12 女子中高生の理系進路選択支援を目的としたプログラミングワークショップ、
情報処理 Vol. 53、No. 9、pp.978-981、報処理学会、2012 年。 
13 津田塾大学女性研究者支援センター 女子中高生のための情報・メディア工房 

















































※本論文は 2015年 6月 13日に開催されたグローバルエデュケーションセンター
開講科目「科学とジェンダー」公開講座での講演「理系研究者のワークライフバ
ランスと女性研究者支援」を元に執筆されたものである。 
また、内容の一部は、平成 20 年度文部科学省科学技術振興調整費女性研究者
支援モデル育成事業「世代連携と理文融合による女性研究者支援」の一環として
行った学会参加、国際シンポジウム等において得られた情報にもとづいている。
文部科学省、科学技術振興機構および津田塾大学女性研究者支援センターの関係
各位に深く感謝する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
